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はじめに 

「部局マネジメント方針」とは、各部局における政策推進のトップである部局長

等が、総合計画や市政マニフェスト、市政運営方針などを踏まえ、施策を推進する

にあたっての、仕事に対する基本姿勢や各々の部局での取り組み方針といった部局

長等の決意を明らかにするものです。

今年度は、今後のまちづくりの方向性や指針を示す市の最上位計画である東大阪

市第３次総合計画の開始する年度であります。総合計画では、今後の１０年間に特

に力を入れて取り組む３つの重点施策や７つの分野別施策と、2030 年までに達成

すべき世界共通の目標である、SDGｓのめざす１７のゴールを関連づけることで、

総合計画と SDGｓを一体的に推進していくこととしております。

新型コロナウイルスワクチンの接種は始まりましたが、依然として新型コロナウ

イルス感染症が猛威をふるっているなか、市民の皆様、事業者の皆様におかれまし

ては、ご自身を含め、家族、友人など大切な人を感染から守るため、厳しい対応を

お願いしているところです。市民の皆様、事業者の皆様の努力と頑張りを、本市の

明るい未来につなげていくため、総合計画に基づく一つ一つの取り組みを着実に進

め、東大阪市の将来都市像である「つくる・つながる・ひびきあう ―感動創造都

市 東大阪―」の実現に向けて、各部局長等が高度なマネジメント能力を発揮し、

組織一体となって施策を推進する必要があります。

この方針の作成と公表により、部局長等が、私のトップマネジメントのもと、ス

ピード感をもって部局間で連携しながら課題に対応し、継続的な改革につながるよ

う、また、市民の皆様にも市政に対するご理解をより一層深めていただけるよう取

り組んでまいります。

東大阪市長 

野田 義和
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 危機管理監  

鳥
とり

居
い

  嘉
よし

弘
ひろ

私の決意（仕事に対する基本姿勢及び部局の取り組み方針） 

基礎自治体としての危機管理の対象は広範囲に及び、自然災害や大規模な事故や事件に加

え、社会的・人為的な危機事象にかかる全庁的な取り組みが求められます。 

 今年度も引き続き「新型コロナウイルス感染症」が猛威を振るい、感染力が強いとされる

変異株により、本市でも感染拡大に歯止めがかからない状況にあります。 

一方、自然災害に目を向けますと、今後高い確率で発生するとされる「南海トラフ巨大地

震」や、地球温暖化にともない激甚化する台風の襲来や豪雨の発生などが懸念されます。 

 このような状況のもと、万が一、これら事象が発生した場合にも被害を最小限に留めると

ともに、迅速な復旧・復興に資するため、「SDGs【目標９】強靭（レジリエント）なインフラ

構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進、及びイノベ－ションの推進を図る」を掲げ、施

策を推進してまいります。 

本市では、令和元年度に「東大阪市国土強靭化地域計画」を策定しましたが、同計画は本

市の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」や「総合計画実施計画」、その他個別計画の指針と

なるものであり、本市における脆弱性の評価を踏まえ、「強さ」と「しなやかさ」を併せ持っ

た地域づくり、社会づくりを進めるため、まちづくりや産業施策も含めた総合的な取り組み

として計画の推進に努めてまいります。 

また、職員が業務推進において、困難な問題、危機的なストレスに遭遇した場合にも、自

らの心を適切にマネジメントする能力を備えることができるよう、日頃から職員との対話を

重視しています。今年度も目標に向かって時には議論を交わし、共感する、合意するという

サイクルを繰り返しながら、危機管理の激務を乗り切るだけの強靭な精神を持ち合わせた職

員の育成に取り組みます。 

さらに、次代を担う子どもたちへの防災教育は重要です。本市ではすべての中学校区で「小

中一貫教育」を実施し、子どもたちは小学３年生から７年間、市独自のテキストによる「夢

ＴＲＹ科」の学習をしており、この中で災害に関する学びを通じて、未来市民としての「人

材（or 財）の育成」にも取り組んでまいります。
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公民連携協働室長  

岩
いわ

﨑
さき

  貴
たか

宏
ひろ

私の決意（仕事に対する基本姿勢及び部局の取り組み方針） 

公民連携協働室は昨年 4 月に組織され、企業や大学が有するノウハウやアイデアを積極的

に活用していくことで行政課題の解決に取り組み「行政、企業・大学、市民」の三方が良し

となる関係構築をめざすことと、地域住民で構成する自治会活動を支援する事務の 2 つを所

管しています。 

企業・大学との連携については、令和 3 年 3 月 31 日現在、包括連携協定は 12、事

業連携協定は 80、パートナーシップ協定は 3 となっており、多くの企業・大学より

幅広いご支援をいただいています。

公民連携協働室は、協定締結はゴールではなく、スタートであるということを常に念頭に

置き、企業・大学との丁寧な対話による、協議・調整を心掛けています。

今後につきましても、初心を忘れることなく、多くの企業・大学よりご支援をいただける

よう精力的に努め、また公民連携協働室の調整機能を最大限に発揮しながら、市民サービス

の向上に大きく寄与してまいります。

本市には、地域で組織された 392 単位自治会、概ね小学校区単位で組織されている

自治会の連合組織の 45 校区自治連合会、その連合会長・連合女性部長で運営され

ている本部組織として東大阪市自治協議会があります。東大阪市自治協議会は、各校区自治

連合会間の連携を密にし、その相互助成によって、行政活動の基礎となる部分を大きく支え

ていただいています。自治会は行政と役割分担をしながら、地域内の防犯灯の整備や福祉活

動・防災活動への協力や環境問題などの啓発活動など、各種活動を通じて市民の側から自主

的にまちづくりを展開しており、今後も引き続き自治会に対して支援してまいります。 
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新型コロナウイルス感染症  

対策事業室長  

   竹
たけ

本
もと

  大
ひろ

雄
お

私の決意（仕事に対する基本姿勢及び部局の取り組み方針） 

新型コロナウイルス感染症対策事業室は、新型コロナウイルス感染症予防措置等により影

響を受ける市民生活及び経済活動を支援するため、市が窓口となる事業を実施することを目

的として令和２年４月に設置されました。令和２年度におきましては、国策である特別定額

給付金、子育て世帯臨時特別給付金、ひとり親世帯臨時特別給付金事業に加えて、本市独自

施策としてコロナ禍における市域経済の活性化、市民生活の支援を目的として購入額の５

０％を上乗せした、チームひがしおおさか商品券事業を実施いたしました。今回の商品券事

業は発行総額が過去最大規模となったこともありますが、この事業を通じてプレミアム分を

含む総額約５４億円が確実に市内で流通、循環したことは、新型コロナウイルス感染症によ

り影響を受けている市域経済の活性化に大きな効果をもたらしました。 

令和３年度におきましては、新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、低

所得の子育て世帯に対して、児童一人当たり一律５万円を給付する、子育て世帯生活支援特

別給付金の給付事業を実施いたします。また、この事業を通じて対象世帯の抱える課題を把

握し、コロナ禍における新たな支援につなげるよう、各部局と連携し取り組みを進めてまい

ります。

 新型コロナウイルス感染症の収束に向けて、ワクチンの接種事業が始まるなど、各種の取

り組みが進んでおりますが、新型コロナウイルスの変異株による第４波が急激な広がりを見

せるなど、新型コロナウイルス感染症への対策は未だ終わりが見えない状況であります。そ

のような状況の中でこそ、誰一人取り残さない持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現

のため、SDGs の目標達成を踏まえながら事業に取り組んでいかなければなりません。新型コ

ロナウイルス感染症の影響により経済が停滞する中で、SDGs の目標１に掲げられている【あ

らゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる】を踏まえ、コロナ禍において生活に苦しむ

人々の暮らしを支援するため、時期を逸することなく必要な事業を実施できるよう、引き続

き、国及び大阪府の動向を注視してまいります。

3



令和３（２０２１）年度 部局マネジメント方針

市長公室長 

山
やま

田
だ

  琴
こと

美
み

私の決意（仕事に対する基本姿勢及び部局の取り組み方針） 

市長公室は、行政需要が多様化する中で、市の重要な施策・事業を柔軟、円滑に推進する

ために、また、新たに生じた課題等に的確に対応するために、総合調整機能を発揮し、連携

強化させる役割を担っております。  

昨年から続いている新型コロナウイルスの感染拡大の状況下において、特に、広報の重要

性について実感しているところです。市民の皆様方が必要とされている情報を、正確に、時

期を逃すことなくお伝えすることをこれまで以上に心掛けてまいります。 

今年度は、本市ＷＥＢサイトのリニューアルを予定しており、音声読み上げ機能や、やさ

しい日本語などの新たな機能を加え、より見やすく、わかりやすく情報を発信してまいりま

す。 

また、より多くの方々に東大阪市に関心を持っていただけるように、ライフステージやラ

イフスタイルなどに応じて広報媒体を選んでいただけるよう、時代に合った新たなＳＮＳな

どの活用も検討しながら、情報を取得していただきやすい環境を整えてまいります。 

 コロナ禍というこれまでに経験したことのない事態に直面する中、新型コロナウイルス感

染症対策や市内経済の活性化、ウィズコロナ/ポストコロナにおける新たな日常に向けた取り

組みなど、「チーム東大阪」として一丸となって取り組む必要があります。 

 東大阪市が市民の皆様にとって、安全に安心して暮らせるまちであり続けられるように、

ＳＤＧｓの理念を踏まえ各種施策を円滑に推進できるよう総合調整機能を十分に発揮してま

いります。
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 理事  

企画財政部長  

松
まつ

本
もと

  恭
きょう

一
いち

私の決意（仕事に対する基本姿勢及び部局の取り組み方針） 

企画財政部の主な役割は、市の総合計画や行財政改革、予算編成、財産の活用・管理に関

することです。 

令和３年度の予算は、猛威を振るう新型コロナウイルス感染症や、その対策への対応を最

優先としながらも、「つくる・つながる・ひびきあう －感動創造都市 東大阪－」を将来都

市像とした第３次総合計画のスタートに相応しい予算編成に心掛け、特に総合計画における

重点施策の第一の柱である「若者や子育て世代に選ばれるまちづくり」に資する予算の拡充

に努めました。他の重点施策も含め、総合計画に掲げる将来都市像の実現に向け、第１次実

施計画や、時期を同じくスタートする第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略の進行管理を

行いながら成果を積み上げてまいります。 

また、コロナ禍により人々の暮らしや働き方など社会は大きく変化しました。行政サービ

スの提供も感染リスクを下げながら、手続きの負担軽減を図るなど、行政ＤＸ（デジタルト

ランスフォーメーション）の推進が国と地方自治体の共通課題となっています。本市におい

ても、まずは来庁せずに様々な行政手続きを自宅のパソコンやスマートフォンで行える電子

申請システムの導入をめざしますが、この全庁を挙げての取り組みを円滑に進めるため、企

画財政部が総合調整の役割を担ってまいります。 

最後に、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）は、持続可能で多様性と包摂性のある社会の実

現に向けた 2030 年を年限とした国際社会の共通目標です。本市においても最終年次を同じく

2030 年とする第３次総合計画には、ＳＤＧｓを構成する１７の目標達成に向けて、国際社会

の一員として本市が果たし得る役割を示しました。人権・健康・福祉・教育・就労などにお

いて誰一人取り残されない社会づくり、環境や資源の保全、強靭なインフラ・産業基盤や住

環境づくりなど、第３次総合計画を着実に進めることが、延いてはＳＤＧｓの理念を踏まえ

た持続可能な世界の実現に貢献できるものと考えます。“東大阪市役所随一のチームワーク”

と自負する企画財政部も職員一丸となってＳＤＧｓに貢献していけるよう励んでまいります。 
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 行政管理部長  

中
なか

西
にし

  賢
けん

治
じ

私の決意（仕事に対する基本姿勢及び部局の取り組み方針） 

行政管理部は、法務、文書管理、職員の人事管理、契約、検査、事務の情報化及び統計と

いった業務を所管しており、市役所組織の管理・運営を担っております。 

 この度の新型コロナウイルス感染症に関連し、ＩＣＴの活用による市民サービスの向上と

職員の勤務環境の整備の重要性について痛感いたしました。 

 ＩＣＴの活用については、SDGs に資するよう Society5.0 時代を見据えた本市におけるデ

ジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）を推進し、来庁の必要がない行政手続のオンライ

ン化（電子申請）を進め、書面、押印、対面の規制の見直しを進めることで市民生活の利便

性の向上と行政運営の効率化に取り組んでまいります。 

 また、多様化する市民ニーズに柔軟に対応するため、幅広い視点で行政運営を行うことが

できるよう、SDGs 目標５「ジェンダー平等の実現」を踏まえて女性職員の管理職への登用を

進めるなど、主体性をキーワードに必要な人材の育成と活用に向けた人事施策を推進し、市

役所全体の活性化に努めてまいります。 

 なお、新型コロナウイルス感染症の発生により私たちの生活は一変し、その対応は長期化

しています。この状況を打破するためには、前例踏襲にとらわれることなく、時には大胆な

発想により事業を推進していくことが必要です。 

 行政管理部としては、市役所全体がより柔軟に、そして、スピード感を持ってこの事態を

乗り越えることができるよう、組織内の情報共有と他部局とのコミュニケーションを密にし

て課題解決に取り組み、市民の皆様から信頼される市役所の実現をめざして、所属職員が一

丸となって対応してまいります。 
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令和３（２０２１）年度 部局マネジメント方針

理事  

都市魅力産業スポーツ部長  

栗
くり

橋
はし

  秀
ひで

樹
き

私の決意（仕事に対する基本姿勢及び部局の取り組み方針） 

昨年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により多くの困難に見舞われましたが、今年

度は新しい生活様式を実践しながら停滞した経済活動を回復させていく重要な 1 年となりま

す。都市魅力産業スポーツ部では、SDGs の 17 のゴールのうち、特に目標 3「すべての人に

健康と福祉を」と目標 9「産業と技術革新の基盤をつくろう」の達成に向け、職員が一丸と

なり「楽しく仕事をする」ことをモットーに、関係機関とも連携しながら以下の取り組みを

しっかりと進めてまいります。

 まず、産業振興に向けた取り組みにつきましては、市内事業者の抱える様々な課題に対し

て専門家による無料の経営相談窓口を開設し、各事業者にきめ細かい相談サポートを実施し

てまいります。医工連携プロジェクトをはじめ、モノづくり企業の高度な技術力を活かして

新たな取り組みに対して製品開発等の支援を行い、安心して操業できる環境保全のための施

策を展開してまいります。また、新たに買い物代行サービスの利用料やキッチンカー等の導

入補助などの支援を行い、市内の商業活性化を図ってまいります。労働雇用におきましては、

あらゆる方々の就労支援にしっかりと丁寧に取り組み、また、就労を通じて高齢者が活躍で

きる機会の確保に取り組んでまいります。農業振興については、大阪エコ農産物にかかる取

り組みに継続して注力することにより、新鮮で安全・安心な農産物を地元消費者にお届けし、

都市型農業による食糧生産活動を推進してまいります。 

 次に、スポーツを通じたまちづくりにつきましては、スポーツ関係団体と協働したイベン

トの実施など、市民と連携しながらスポーツ振興に努めてまいります。また、トップアスリ

ートとの交流や、障害の有無や年齢、性別にかかわらず楽しめるウィルチェアスポーツの普

及に向けた取り組みを推進してまいります。２０２２年に花園ラグビー場で開催されるワー

ルドマスターズゲームズ２０２１関西のラグビーフットボール競技について、円滑かつ安

全・安心な大会運営に向けた準備を進めてまいります。 

 最後に、本市の魅力発信につきましては、新たな観光まちづくり推進として取り組んでい

る「ひがしおおさか体感まち博」の様々な体験を通じて本市の賑わいの創出を図ってまいり

ます。 
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令和３（２０２１）年度 部局マネジメント方針

人権文化部長  

世
せ

古
こ

口
ぐち

  善
よし

史
ふみ

私の決意（仕事に対する基本姿勢及び部局の取り組み方針） 

人権文化部は、東大阪市第 3 次総合計画の中で、特に「すべての人の基本的人権が守られ

る地域社会の形成」、「誰もが歴史や文化に親しめるまちづくりの推進」に取り組みます。

「すべての人の基本的人権が守られる地域社会の形成」に当たっては、これまでも「人権

尊重のまちづくり条例」に基づき、本市の全ての施策が人権に配慮した総合的な取り組みを

推進し、互いの人権が尊重され、いかなる差別も許さないという考えでまちづくりを進めて

きました。しかしながら、人権をめぐる課題は多様化・複雑化しており、ＤＶ（配偶者から

の暴力）の被害者支援、多文化共生社会の実現にむけた取り組みなど当部が果たす役割は重

要性を増していると認識しています。特に今般の新型コロナウイルス感染症による偏見や差

別に関する取り組みなど、市民の皆様が人権問題を自らの問題として捉え、行動につなげて

いただけるよう工夫を凝らした啓発事業に取り組むことが、ＳＤＧｓのめざす持続可能な社

会の実現に最も重要な要素であると考えています。

「誰もが歴史や文化に親しめるまちづくりの推進」に当たっては、性別や年齢、障害の有無

や経済状況などに関わらず、誰もが本市の歴史や文化芸術に触れる機会を創出すること、ま

た本市の文化芸術の拠点である文化創造館を中心に、文化芸術活動を体験する・実践する環

境を整えていく必要があります。特に次世代を担う子どもたちが、守り育ててきた数多くの

文化財や歴史、自然、生の文化芸術に触れる機会を創出し、本市の魅力を感じていただくこ

とで、「文化のまち、東大阪市」の推進・発展ひいてはＳＤＧｓの目標である「質の高い教育」、

「住み続けられるまちづくり」の達成に貢献していきます。 
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令和３（２０２１）年度 部局マネジメント方針

税務部長  

 山
やま

田
だ

  市
いち

郎
ろう

私の決意（仕事に対する基本姿勢及び部局の取り組み方針） 

財源の根幹をなす市税収入は、一般会計の約 38.4％（令和 2年度当初予算）を占め、市が

行っている福祉、医療、教育、文化、土木事業など、市民の皆様の日々の暮らしや住みよい

まちづくりといった行政サービスを提供するうえで貴重な財源となっています。 

市民に最も身近な存在である税が、適正かつ公平に課税され、安心、納得のうえ納税して

いただくために、課税客体の的確な把握と正確な税の賦課に努めるとともに、市民の皆様に

は、広報等を通じて税負担の公平性を理解していただき、納税に対する意識を更に深めても

らえるように努めてまいります。 

令和 2 年度は、新型コロナウイルス感染症の世界的流行によるインバウンド需要の低迷、

サービス消費の低下、収益悪化を受けた企業の設備投資の減少といったマイナス要因が重な

り経済状況が著しく悪化しました。また、感染拡大防止のために国内の経済社会活動の自粛

も余儀なくされ、我が国経済に甚大な影響をもたらしました。 

 こうした状況を鑑み、新型コロナウイルス感染症緊急経済対策における税制上の措置とし

て、生産性向上の実現のために導入した先端設備等に係る固定資産税の特例措置が拡充・延長

されることとなりました。この制度は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けながらも新

規に設備投資を行う中小事業者等を支援するため拡充・延長されるもので、本市では平成 30

年度の導入時から特例率をゼロとしており、関係部局との連携により新たな産業やイノベー

ションの創出につながるよう制度活用の推進に努めることで、SDGｓの 17 のゴールのうち、

目標 9の目標達成に貢献していきます。 

令和 3 年 3 月からの第 4 波到来でコロナ禍の収束に見通しがつかないなか、近年順調に推

移しておりました市税収入につきましては、今後数年間、減収していくと試算しております。

このような厳しい経済状況ではございますが、財源の根幹をなす市税収入の確保に向け、

今後も税務部一丸となって業務を遂行してまいります。 
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令和３（２０２１）年度 部局マネジメント方針

 市民生活部長  

 田

た

中

なか

  健

けん

司

じ

私の決意（仕事に対する基本姿勢及び部局の取り組み方針） 

市民生活部は、住民票などの各種証明書の交付、戸籍の届出をはじめ、消費生活相談、国

民健康保険、後期高齢者医療、国民年金、医療助成業務、地域活動やＮＰＯ法人の支援など、

主に市民のみなさまの暮らしに最も身近な業務を担当しています。 

１ 仕事に対する基本姿勢 

市役所の顔である市民生活部職員は、次の基本姿勢に基づき職務を遂行いたします。 

市民のみなさまの声にしっかりと耳を傾け、市民の立場に立ったきめ細やかで丁寧な対

応に努めます。 

市役所の顔としての自覚とおもてなしの心で、迷われている市民の方を見かけたら、速

やかに声かけをし、適切に担当窓口をご案内します。 

来庁された市民のみなさまに満足して帰っていただけるよう責任感を持って誠実に対応

いたします。 

２ 令和３年度の取り組み方針 

マイナンバー制度につきましては、今年度で６年目を迎え、カードの普及に伴いコンビニ

での各種証明書の交付も年々増加しており、特に令和２年度には新型コロナウイルス感染症

に係る特別定額給付金の申請や、国のマイナポイント事業の開始等により、カードの申請数

が大幅に増加しました。 

国のデジタルガバメントの推進により、今後もマイナンバーカードを活用した、様々な行

政サービスが予定されていることから、申請されたカードを出来るだけ速やかに交付できる

環境を整え、さらなるカードの普及に努めてまいります。 

市民課及び行政サービスセンター等の窓口におきましては、コロナ禍での感染防止の観点

からも、証明書発行手数料のキャッシュレス決済を一斉導入し、現金以外にも様々なお支払

い方法でご利用いただけることで、窓口の利便性の向上に努めてまいります。 
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市民室市民課における郵送事務を含めた住民票や戸籍等の証明書請求にかかる業務につき

ましては、民間活力を活用することで、繁忙期や閑散期に合わせた体制整備やフロアマネー

ジャーの配置など、窓口サービスの向上に努めてまいります。 

市内７ヵ所のリージョンセンターにつきましては、無線ＬＡＮ（Wi-Fi）環境を整備するこ

とにより、市民活動拠点としての機能強化を図り、コロナ禍及びポストコロナに対応した新

たな市民活動が可能となるよう事業を実施し、市民のみなさまのまちづくりへの参画を促進

いたします。 

地域防犯活動への支援につきましては、ＳＤＧｓの目標「平和と公正をすべての人に」に

貢献すべく、女性や子どもを狙った犯罪や街頭犯罪、特殊詐欺の抑止等のための支援を引き

続き行い、地域で活動されている市民の皆様や地域活動団体が安心してまちづくりに参画し

ていただける環境を作ってまいります。 

消費生活センターにおきましては、ＳＤＧｓの目標「つくる責任・つかう責任」を踏まえ、

持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の推進を図るため、エシカル（倫理的）消費の啓

発を含めた消費者教育の推進に取り組んでまいります。 

また、コロナ禍においてワクチンに便乗した悪質商法、身に覚えのない商品の送り付けや

インターネット通販に伴うトラブル等、新型コロナウイルスに関連した消費者トラブルの相

談が増加しており、消費生活相談を始め市政だよりやウェブサイトを通じた注意喚起を継続

して実施することで、市民の皆様が安心して暮らせるよう努めてまいります。 

国民健康保険につきましては、２０２５年以降、これまでの「高齢者の急増」から「現役

世代の急減」という新たな局面に変化するなかで、誰もが安心して医療を受けられる国民皆

保険を堅持し、医療保険制度を安定的で将来に亘り持続可能なものとするためには、保険料

収入の安定的な確保に向けた収納対策により一層取り組むことは勿論のこと、現役世代の負

担上昇を抑えながら、高齢者をはじめとした予防・健康づくり事業の強化が必要と考えてお

ります。 

特に、体の異常の早期発見・早期治療、糖尿病等の生活習慣病の発症や重症化を予防する

ことを目的に、本市国民健康保険に加入されている４０歳から７４歳までの方を対象に実施

している特定健康診査につきましては、新型コロナウイルス感染症と診断された方で、重症

化のリスクが高いのは高齢者と基礎疾患のある方とされていることからも、受診の必要性を

周知するとともに、受診率の向上に努め、ＳＤＧｓの目標「すべての人に健康と福祉を」を

踏まえ、健康づくりに関心を持つ市民を増やすとともに、健康づくりの習慣づけに取り組み

ます。 

子ども医療費助成制度につきましては、令和４年１月より対象年齢を、１５歳到達年度末

から１８歳到達年度末までに拡充し、子どもを安心して産み育てられる環境をより充実させ

ることで、若者、子育て世代から「大阪に住むなら東大阪市」と選んでもらえるまちをめざ

して、制度の周知をしっかり図るとともに、引き続き全ての対象年齢の方に対して、所得制

限を設けず、子どもの医療に要する費用の一部を助成することで子育て世代の経済的負担を

軽減してまいります。 
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令和３（２０２１）年度 部局マネジメント方針

 福祉部長  

高
たか

橋
はし

  和
かず

子
こ

私の決意（仕事に対する基本姿勢及び部局の取り組み方針）

福祉部ではすべての人が地域で個性を尊重し、支えあい、共に生きる安心と活力のある福

祉コミュニティの実現に取り組んでいます。

近年、少子高齢化や核家族化の進行、人口減少、地域のつながりの希薄化など、地域を取

り巻く環境の変化の中で地域住民の抱える福祉課題も複雑化・複合化しています。また、昨

今の新型コロナウイルス感染症の感染拡大は、それらを深刻化させ、社会的孤立や孤独死、

生活困窮者の増加などが大きな社会問題にもなっています。

 そういった状況の中、国においては、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」、「受け手」

という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人

と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きが

い、地域をともに創っていく「地域共生社会」の実現が提唱されています。

また、令和２年の社会福祉法の改正においては、既存の相談支援等の取り組みを活かしつ

つ、地域住民の抱える複雑化・複合化した課題の解決のための包括的な支援体制の整備を行

う新たな事業が創設されており、個人や世帯単位で様々な分野の課題が複雑に絡み合い、既

存の仕組みの中で解決が困難となっている事例について、分野を超えた庁内連携や関係機関

同士のネットワークの強化により、市全体として課題解決に向けた対応を行えるよう検討を

進めてまいります。

 地域福祉の推進は、平成２７年の国連サミットにおいて採決された持続可能な開発目標

（SDGｓ）がめざす「誰一人取り残さない」社会の実現に欠かすことの出来ない取り組みで

す。今後、高齢化の進行などにより福祉分野における市民ニーズの高まりが予想されること

から、支援が必要な人に適切な支援が行き届くよう、より一層施策の充実を図るとともに、

福祉分野に関連する SDGｓの目標の達成に向け、福祉部一丸となって取り組みます。

 今年度も引き続き、福祉部の職員一人ひとりが、その専門として支援する能力の研鑽に努

めるとともに、地域の関係者と日頃から積極的に連携を図り、困難な課題を抱える方にも、

効果的・継続的な支援ができる環境を構築してまいります。
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令和３（２０２１）年度 部局マネジメント方針

 生活支援部長  

奥

おく

野

の

  勝

かつ

已

み

私の決意（仕事に対する基本姿勢及び部局の取り組み方針） 

生活支援部は、主に生活保護制度、生活困窮者自立支援制度、民生委員・児童委員、戦没者の

遺族に関する特別弔慰金といった業務や、福祉の最前線である福祉事務所を所管しています。

令和元年度末から新型コロナウイルス感染症の感染拡大が続き、その影響による離職、廃業な

どによる生活困窮に至った方々に住居確保給付金など生活困窮者自立支援制度や生活保護制度な

どを活用し、生活再建できるよう寄り添った支援に努めてまいりました。依然、経済活動が好転

する兆しは見えないところですが、ＳＤＧｓの目標「貧困をなくすこと」の達成に向け、生活に

困った方が最低限度の生活を過ごせるよう関係機関と連携し、寄り添った支援を行ってまいりま

す。

１ 生活保護の適正な執行について

市の生活保護世帯数は、令和３年３月現在、１３,７８２世帯であり、平成２６年度以降、生活

保護適正化への取り組みや有効求人倍率の上昇などを背景に減少傾向で推移してきました。 

今般の、新型コロナウイルス感染拡大の影響により離職・廃業等に起因し、生活困窮に至った

方からの保護申請の増加が見込まれます。令和３年度におきましても引き続き生活に困窮した方

が再び生活ができるよう支援するとともに、「生活保護制度への信頼確保」と「財政負担の軽減」

を実現すべく、必要な方に必要な保護を行い、制度本来の趣旨である「最低生活の保障」と「自

立の助長」を果たせるよう努めてまいります。また、高齢者向け施設入所者の方に適切な医療・

介護が適用され、安定した生活ができるよう努めてまいります。 

２ 生活困窮者に対する自立支援の充実 

相談者の抱える課題が多岐にわたる中、新型コロナウイルス感染症の影響により生活困窮者に

対する包括的な支援は益々重要性を増している状況です。 

自立相談支援事業における令和２年度の相談件数は前年に比べ約３倍になっており厳しい現状

にありますが、尊厳を守り安心した生活を送っていただけるよう、住居確保給付金事業をはじめ

とした様々な事業を推進し、職員が一丸となって相談者に寄り添った包括的・早期的支援に取り

組んでまいります。また、複雑かつ多様化している課題に対応するためには、様々な関係機関と

の連携が必要不可欠であると認識しております。相談者の立場に立ち、より効果的な支援を行う

ために、関係機関や民間団体等との連携を図ってまいります。
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令和３（２０２１）年度 部局マネジメント方針

 子どもすこやか部長  

川
かわ

西
にし

  博
ひろ

士
し

私の決意（仕事に対する基本姿勢及び部局の取り組み方針） 

子どもすこやか部では、東大阪市第３次総合計画の重点施策である「若者・子育て世代に

選ばれるまちづくり」の推進と第２期東大阪市子ども・子育て支援事業計画に掲げている、

「子育ての喜びが実感でき、すべての子どもがすこやかに成長し、生きる力や夢を育むこと

ができる社会を実現する」ため、より良い子育て環境づくりに注力してまいります。

まず児童虐待の対応については、昨年 4 月に各福祉事務所の家庭児童相談員を本庁舎 7 階

に集約し子ども見守り相談センターを立ち上げ、この間、体制強化に取り組んできたところ

です。今後も人材育成をはじめとした機能強化を進め、児童虐待について迅速で丁寧な対応

を徹底することで全ての子どもが安全安心ですこやかに育つことのできるように取り組んで

まいります。

次に子育て支援施設の整備については、現在、石切保育所跡地に（仮称）石切子育て支援

センターの整備を進めているところです。来年度中に完成させ、市北東部地域の子育て支援

拠点として子育て中の親子が気軽に集える施設をめざしてまいります。

また現在、保育システムの再構築を進めているところですが、再構築に当たっては新たに

AI による入所選考機能を導入することで迅速で正確な入所事務を実現し、併せて入所事務の

省力化を生かした市民サービスの向上をめざしてまいります。また同時に保育所入所選考基

準の見直しも進めており、市民の方にとってわかりやすく、納得性の高い基準になるように

取り組んでまいります。

最後に「すべての子どもたちが夢と希望を持って成長できるまち」をめざした「東大阪市

子どもの未来応援プラン」が令和 4 年度末で終了することに伴い、今年度からその後継計画

となる「第 2 次東大阪市子どもの未来応援プラン」の策定を進めます。SDGs の 17 の目標の

うち第 1 目標に掲げられている「あらゆる場所で、あらゆる形態の貧困に終止符を打つ」を

ふまえ、最も貧困の影響を受けやすい子どもたちの未来のために、新型コロナウイルス感染

症が感染拡大する中、アンケート調査を実施することで、非正規雇用が多いといわれるひと

り親家庭の厳しい生活実態など子どもの置かれている状況を把握し適切な支援につなげてい

けるよう取り組んでまいります。

 これからも引き続き子育て支援の充実を進め、子育て世帯に選ばれ住み続けたいまちとな

るよう着実に取り組みを進めていきます。
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令和３（２０２１）年度 部局マネジメント方針

 健康部長  

島
しま

岡
おか

 正
まさ

之
ゆき

私の決意（仕事に対する基本姿勢及び部局の取り組み方針） 

 新型コロナウイルス感染症に罹患された方、ご家族の皆様に心からお見舞いを申し上げま

す。また、医療現場で新型コロナウイルスに対峙されておられる関係者の皆様には心から感

謝申し上げます。新型コロナウイルス感染症は本年３月以降これまでにない大きな波として

到来し、医療体制のひっ迫となって３度目の緊急事態宣言が発出されるなど市民生活に大き

な影響を及ぼしています。一方で、いよいよ４月から新型コロナウイルスワクチン接種が高

齢者から始まりました。市民の皆様に一日でも早く、そして、安全に接種いただけるようス

ピード感と使命感を持って事業を進めてまいります。そのためにも医師会・市立東大阪医療

センター等の市内医療機関、関係機関と更に緊密に連携を図り、新型コロナウイルス感染症

対策の強化・拡充を進めてまいります。市民の皆様のご理解とご協力をお願い申し上げま

す。

妊娠・出産・育児といった人生の中でも重大なライフイベントを迎えておられる皆様は、

この新型コロナウイルス流行下において、より大きな不安を抱えておられると思います。 

妊婦健康診査受診回数の拡充やアウトリーチ型産後ケア事業の新規実施など、安心して妊

娠・出産・育児をしていただくために必要な支援を行ってまいります。

テレワークの導入等の新しい生活様式の開始、外出自粛に伴う日々の運動量の減少や各種

検診の受診控えにより、生活習慣病の誘発や病気の早期発見が困難な状況となることが懸念

されています。そこで、市民の皆様のライフスタイルに沿った健康づくり活動の習慣化を図

ることができる仕組みづくりの構築に取り組んでまいります。また、がん検診等の検診をよ

り身近で、手軽に受けていただくことができるような取り組みも合わせて行い、がん検診等

の受診率の向上に努めてまいります。 

いつもの生活がこれからも変わりなく続き、そしてより良いものとなるよう、SDGｓの目

標３に掲げられている【あらゆる年齢の全ての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進す

る】の目標達成も見据えながら、私たちは多様な専門職員の職能を存分に発揮させることで

健康づくりと保健衛生の推進を図り「健康に生活できるまちづくり」を進めてまいります。 
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令和３（２０２１）年度 部局マネジメント方針

 環境部長  

  千
ち

頭
かみ

  英
ひで

成
あき

私の決意（仕事に対する基本姿勢及び部局の取り組み方針） 

環境部では、主な業務として地球温暖化対策の推進やごみの減量化・リサイクル（３R）に

よる循環型社会の推進、また大気汚染や騒音などの公害への規制や産業廃棄物対策による生

活環境の保全、まちの美化推進に係る施策等に取り組んでいます。 

昨今では環境分野と世界のつながりはとても深くなっています。特に、２０３０年までに

持続可能で「誰ひとり取り残さない」社会の実現をめざす「持続可能な開発目標（SDGｓ）」

と環境の関わりは深いものがあります。SDGｓでは、目標達成のために「環境」「社会」「経済」

の統合的な向上をめざしており、その中で「環境」は「社会」「経済」を支える上で非常に大

きな役割を担っていると考えています。 

このような世界的な背景も踏まえ、本市のこれから１０年間の新たな環境施策の指針とな

る「東大阪市第３次環境基本計画」を令和３年３月に策定しました。計画に掲げためざす環

境像「豊かな環境を創造するまち・東大阪 ～一人ひとりの行動が未来を築く～」の実現に

向け、SDGｓの観点も踏まえつつ、これまでの取り組みを着実に進めていくとともに、新たな

課題の解決にも積極的に取り組んでまいります。 

特に２０５０年の将来を見据え、本市では国に先駆け「２０５０年温室効果ガス排出実質

ゼロ（ゼロカーボンシティ）」を表明し、脱炭素社会の実現に向けて、まずはさらなる低炭素

化に向けた取り組みを推進してまいります。 

また、「海洋プラスチックごみ問題」や「食品ロス問題」などの新たな廃棄物の問題に対し

ては、「東大阪市プラスチックごみゼロにトライ！宣言」や令和３年３月に策定した「東大阪

市一般廃棄物処理基本計画（第７期）」に基づき、使い捨てプラスチックの使用削減やポイ捨

て防止等の取り組みを推進するとともに、本市の特性に応じた食品ロス削減推進に係る計画

を策定し、取り組んでまいります。さらに、近年増えてきている自然災害に備え、同じく令

和３年３月に策定した「東大阪市災害廃棄物処理計画」に基づき、平時の備えとともに発災

時に発生する大量の廃棄物の適切かつ迅速な処理により、市民の皆さまの安心・安全を確保

してまいります。 

これら新たに策定した３つの計画とともに気持ちも新たに、当面は新型コロナウイルス感

染症対策の観点もしっかり踏まえながら、本市の良好な環境づくりをより一層推進してまい

ります。また、良好な環境づくりを通じて、SDGs の達成にも貢献してまいります。
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令和３（２０２１）年度 部局マネジメント方針

都市計画室長  

毛
も

登
と

山
やま

  茂
しげる

私の決意（仕事に対する基本姿勢及び部局の取り組み方針） 

人口減少・高齢化社会を迎え、今後のまちづくりは財政面や経済面において持続可能な都

市経営を推進し、高齢者や子育て世代にとって安心できる、健康で快適な生活環境を実現す

ることが重要になっています。また、交通利便性の高さやモノづくりのまちといった本市の

特徴を活かし、さらなる発展をめざしたまちづくりが求められています。また、近年の激甚

化する豪雨等の災害によって防災に対する意識が高まっており、これからはより一層、災害

に強いまちづくりを進めていかなければなりません。さらに、昨年から猛威をふるっている

新型コロナウイルス感染症の広がりによって、ライフスタイルが変化し、それに伴ってまち

づくりのあり方そのものも変わりつつあります。今、求められているものは、私たち一人一

人の新しい生活様式への対応など、今までの物事の考え方や取り組みを変えていくことです。 

現在、都市計画室では、人口問題がもたらす様々な課題や住工混在等、本市が抱える都市

構造上の課題解決に向け、「鉄道網を活かした快適で魅力・活力あふれるまちづくり」をまち

づくりの基本方針とし、居住や都市の生活を支える機能を緩やかに誘導することにより、子

育て世代をはじめとするすべての世代にとって魅力的なまちをめざし、持続可能な都市経営

を実現する必要があり、東大阪市都市計画マスタープランや東大阪市立地適正化計画といっ

た本市におけるまちづくりの指針に基づき、土地利用の規制・誘導といった都市計画手法を

活用して、公共交通網を活かし歩いて暮らせるコンパクトなまちづくりの推進に取り組んで

おります。 

今後も時代の変化に合わせてそれらの計画を見直しながら、まちづくりのあり方について

検討を重ね、住工共生に向けた規制誘導や都市農地の保全といった、より快適で住みやすい

まちの実現をめざして、市民や事業者の方など関係者の協力を得ながらまちづくりに取り組

み、SDGｓの１７のゴールのうち目標１１「住み続けられるまちづくりを」の目標達成に貢献

してまいります。 
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令和３（２０２１）年度 部局マネジメント方針

 交通戦略室長  

藤
ふじ

埜
の

  克
かつ

彦
ひこ

私の決意（仕事に対する基本姿勢及び部局の取り組み方針） 

本市は、鉄道が６路線２６駅、路線バスが１７路線運行されており、これらを利用すると

大阪市内はもとより、京都・神戸・奈良などの関西主要都市へ１時間以内でアクセスでき、

大阪の玄関口で国土軸の主要施設でもある新大阪駅、大阪港、関西国際空港、大阪国際空港

に、様々な公共交通機関で直結しています。 

一方、道路交通に目を移しますと、東西南北に阪神高速道路、近畿自動車道の高速道路が

整備されているだけでなく、大阪の主要幹線道路であります、中央環状線・外環状線の２環

状軸と国道３０８号（中央大通）線が存しており、自動車での近畿各地への移動も非常に便

利です。 

このように本市の交通環境は都市の魅力を構成する重要なピースではありますが、一方で

生駒山麓部に広がる急傾斜地における市民の公共交通機関へのアクセスや、東西に偏った鉄

道交通といった都市構造に起因する課題と、人口減少、少子高齢化に伴う公共交通機関の利

用者の減少・公共交通サービスの低下、高齢化による移動困難者の増加など社会構造に起因

する課題が存在しています。これらの課題により発生する交通環境の悪化は、市民の安心安

全な生活環境を悪化させるだけでなく、都市の魅力の低下、都市の衰退につながる恐れがあ

ります。 

交通戦略室では、SDGs 目標である「住み続けられるまちづくりを」の達成に向け、本市の

交通の現状と課題を整理し、「鉄道駅を中心とした誰もが利用しやすい交通環境づくり」を

基本方針に、既存の公共交通機関を活用した取り組みなど地域の特性に応じた様々な施策を

実施することで、誰もが利用しやすい交通環境づくりを進めるとともに、大阪モノレール南

伸事業等の交通インフラの整備を進め、交通利便性をさらに高めることで、都市魅力の向上、

さらなる発展をめざしてまいります。 
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令和３（２０２１）年度 部局マネジメント方針

土木部長  

  光

みつ

永

なが

  建

けん

治

じ

私の決意（仕事に対する基本姿勢及び部局の取り組み方針） 

土木部は、道路、公園、河川の整備及び管理、街路整備事業並びに交通安全運動の推進や

自転車対策、東大阪らしい良好な景観の形成に向けた取り組み等、市民生活に密着した事業

を担っております。安全で便利な生活環境を確保するため、多種多様な市民ニーズに応えな

がら、ＳＤＧｓの目標の一つでもあります「包摂的で安全でかつ強靭（レジリエント）で持

続可能な都市及び人間居住を実現する」の目標達成も見据え、職員一丸となって積極的な姿

勢で持続可能なまちづくりに取り組んでまいります。

道路事業については、重要路線に架かる橋梁について、平成３０年度までに市が管理する

全ての橋梁の点検が完了しており、令和元年度から２巡目の点検に着手し、令和３年度にお

きましては、８６橋の点検を行います。今後も継続して５年に一度の点検を行うことにより、

安全な道路交通の確保に努めてまいります。また、点検結果を踏まえ、従来の「悪くなって

から補修を行う事後保全型」から、「損傷の小さいうちに計画的に補修を行う予防保全型」に

切り替え、維持管理費用の削減を図ることを目的とし、橋梁長寿命化修繕計画に基づき計画

的に橋梁の修繕、耐震補強を実施し、道路利用者の安全で快適な通行空間の確保に努めてま

いります。 

法定外公共物（里道敷・水路敷）の不法占拠路線については、平成２２年度より詳細調査

を実施してまいりました。引き続き詳細調査を行い、調査結果を基に不法占拠物件の撤去指

導や公用廃止等を行い、適切な管理に努めてまいります。 

放置自転車対策については、放置自転車等の撤去及び啓発活動を行い、自転車等の放置を

減少させることで、通行機能及び歩行者の安全を保持し、併せて災害時における防災活動ス

ペースの確保を図り、良好な交通空間の形成に努めてまいります。 

交通安全運動事業については、交通ルールや交通マナーの習得を図るため、保育所・幼稚

園・認定こども園・小学校・中学校において、また、高齢者を対象とした各地域での交通安

全教室を各警察署と連携して実施してまいります。また、近年は自転車事故が多発している

ことから、自治協議会・交通安全自動車協会・各警察署等と協力して駅前での自転車マナー

アップキャンペーンを毎月実施するとともに、平成２５年度から実施しているスケアード・
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ストレート方式の交通安全教室を実施してまいります。 

街路整備事業については、非常に重要な都市基盤整備であり、市域全体の発展にとってな

くてはならない事業であるため、国等からの交付金も積極的に獲得し、スピード感をもって

事業進捗に邁進してまいります。 

緑化事業については、緑地の減少が進んでおり、市街地におけるみどりの確保が課題とな

っています。行政、市民、事業者が、互いに協力しあい、地域における継続的な緑化活動を

推進するとともに、駅前広場などの公共施設等の緑化を引き続き進め、みどりのまちづくり

を推進してまいります。また、市街地の良好な景観形成に向けて、地域の特色を生かした魅

力あるまちづくりを推進するため、引き続き景観形成重点地区の指定に向けた検討を進めて

まいります。 

公園事業については、本市唯一の総合公園である花園中央公園において、より快適で魅力

あふれる都市空間となるよう、民間活力を導入し、公園内の多分野にわたる施設を一元管理

するとともに、民間のアイデアやノウハウを活用し、公園の魅力や利用者の利便性向上及び

集客につながる施設整備を進めてまいります。

河川事業については、一級河川大川について、本市が事業主体となり、平成２年度に事業

着手をし、整備を進めております。全体改修計画延長１,７４０ｍのうち令和２年度末で１,

２００ｍの護岸改修が完成し、一部を除き供用しております。令和３年度も引き続き用地買

収及び護岸改修を進めてまいります。また、流域貯留浸透事業については、学校の校庭など

に雨水を一時的に貯める流域対策を行い、雨水の流出抑制に取り組んでおります。現在、２

９の市立学校において貯留施設が完成しており、令和３年度は英田中学校の設計を進めてお

ります。両事業を併せ、治水安全度向上及び浸水被害の軽減に努めてまいります。
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令和３（２０２１）年度 部局マネジメント方針

 建築部長  

 西
にし

田
だ

  博
ひろ

行
ゆき

私の決意（仕事に対する基本姿勢及び部局の取り組み方針） 

近年の大型台風や大雨による被害の多発、そして南海トラフによる地震発生率が高まる中、

本市においても災害に備えた建築物の安全・安心化が求められております。一方、世界的な

共通目標であるＳＤＧｓにつきましても、特に「包摂的で安全かつ強靭で持続可能な都市及

び人間居住を実現する。」目標 11 につきましては、建築部として積極的に取り組まなければ

ならない項目であると考えております。

そこで建築部と致しましては、市民や事業主の皆さまをはじめ、関係する方々と協働しな

がら安全・安心のまちづくりを推し進めるために、東大阪市第 3 次総合計画のスタートであ

る令和 3 年度は、重点施策を含め「快適で魅力あふれる都市空間の創出」「良好な環境の維持」

「危機や災害に強く安心して暮らせるまちづくりの推進」をめざし、次の業務を積極的に進

めてまいります。

まず市営住宅を含む市有建築物につきましては、快適で安全な整備を進めるために、耐震

化を促進するとともに、維持管理、保全の効率化を図ります。 

続いて民間住宅につきましては、木造住宅の耐震化を進めるために、東大阪市住宅耐震化

緊急促進アクションプログラムに基づき、自治会や建築士と連携した周知・啓発活動を行い

ます。そして近年大きな社会問題となっている空き家対策につきましては、空き家の所有者

特定を徹底し、適正管理の助言・指導を行うとともに、特に周辺に悪影響を及ぼしている「特

定空家等」や「不良住宅」に該当する危険な空き家に対しては、解体補助による自主的な解

体を含め、積極的な指導を行います。また老朽化した木造賃貸住宅等が集積する若江･岩田･

瓜生堂地区におきましては、老朽木造賃貸住宅の除却や防災道路の整備を通じ、安全・安心

のまちづくりを進めます。 

第 3 次総合計画で「市の中心拠点」として位置付けられた長田・荒本駅周辺エリアにつき

ましては、調査・検討を行いながら基本構想としてまとめ、これからのまちづくりに展開し

ていきます。またテレワークなど新たな働き方が全国的に広がる中、郊外においても新たな

働く場の需要が高まっていることから、布施駅前のヴェル・ノール布施の空きスペースを活

用した郊外型シェアオフィスの整備を支援することで、その需要に応えるとともに、布施駅

周辺に新たな人の流れを生み出してまいります。
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令和３（２０２１）年度 部局マネジメント方針

消防局総務部長  

山
やま

口
ぐち

  隆
たか

義
よし

私の決意（仕事に対する基本姿勢及び部局の取り組み方針） 

 市民の皆様は「消防」という言葉から連想されるイメージは、強靭、屈強、災害対応部隊

というイメージがあるかと思いますが、消防局の部署にはそのイメージとは少し異なる部署

もあります。消防局総務部では、消防業務の施策に係る企画・立案をはじめ、消防職員の人

事・教養、消防予算や消防施設等の管理等を行い、局是である「市民生活の安全確保」の目

標達成に向けて日々業務に励んでおります。 

近年、日本各地において地震や台風、集中豪雨等の災害が発生しており、その発生状況は、

頻発化、甚大化していることから、これらの災害に対応できる強固な消防を維持するため、

消防施設、消防車両等のハード面の整備推進、そして、消防教育機関への派遣による人材育

成等のソフト面を充実させ、消防局総務部として消防力の強化に取り組んでおります。

一方で、今日の社会情勢は、超高齢社会の進展、人口減少社会への対応等により、消防行

政も時代とともに変化しつつあり、時代に即した事務の見直しを図り、持続可能な消防体制

の構築が求められております。

これらのことを踏まえ、消防局総務部では、令和３年度の重点施策として「消防体制の充

実強化」、「消防団の充実強化」、「人材育成の推進」を掲げ、各種施策を積極的に推進し、更

なる消防体制の強化に取り組むとともに、市民サービスの向上に努めてまいります。

 そして、未だ収束の兆しが見えない新型コロナウイルス感染症への対応については、さら

に感染力が強いとされる変異株による感染事例が確認されるなど、予断を許さない状況とな

っておりますが、この難局を乗り越えていくためには、職員が万全の感染防止を図りながら

職務に精励することはもとより、保健所を含めた関係機関との更なる連携の強化が不可欠と

なります。全国的にはオンライン化が推奨されてはおりますが、心の距離だけは近くに置き、

有事の際には迅速に手を取り合えるような本当の意味での「顔の見える関係づくり」の構築

を図り、警防部とともに消防局として万全を期してまいりたいと考えております。

最後に、消防局総務部としてＳＤＧｓの目標１１「住み続けられるまちづくりを」の達成

に向け、柔軟かつ強靭な消防組織体制の構築をめざすとともに、地域防災の担い手でありま

す消防団員と一致団結し、職務に邁進することを誓い、私の決意といたします。 
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令和３（２０２１）年度 部局マネジメント方針

消防局警防部長  

森
もり

田
た

  浩
ひろ

哲
あき

私の決意（仕事に対する基本姿勢及び部局の取り組み方針） 

近年、日本各地において地震、台風、集中豪雨等による被害が頻発しており、その様相は

大きく変化しております。昨年は「令和２年７月豪雨」の発生により九州地方や中部地方に

記録的な大雨をもたらしたことにより、広範囲な水害が発生し、各地で甚大な被害が発生し

ました。気候変動の影響に伴い、今後も全国の至るところで大規模な自然災害の発生が懸念

されているところであり、火災、救急、救助事案のみならず、このような自然災害発生時に

第一線で活動しなければならない消防の任務は重責でありますが、市民の生命、身体及び財

産を災害から守るという使命を果たすため、消防局警防部では消防力の充実強化に向けて

日々業務に取り組んでおります。

一方で、今日の消防行政は、超高齢社会に伴う救急需要への対応や災害対応能力の向上、

広域応援体制の充実、さらには時代に即した事務の見直しを図り、持続可能な消防体制の構

築が求められております。

 これらのことを踏まえ、消防局警防部では、令和３年度の重点施策として「救急業務高度

化の推進及び充実強化」、「予防行政の強化推進」、「広報及び調査業務の強化」、「警防体制の

充実強化」及び「通信指令体制の強化」を掲げ、更なる消防力の向上に努めてまいります。

今年度の警防部の主な取り組みといたしましては、昨年度に救急支援拡充事業として消防

車両にＡＥＤ及び救命処置に必要となる資機材を積載し、１１９番受報時に傷病者が心肺停

止の状態が疑われる事案については、消防隊と救急隊が同時に出動する体制へと変更したた

め、救急支援活動に係る出動体制を検証し、より効果的な運用をめざしてまいります。また、

これまでも取り組んできましたが、重大違反対象物の違反是正（自動火災報知設備、屋内消

火栓設備、スプリンクラー設備の設置）及び救急車の適正利用に係る広報についても推進し

てまいります。

最後に、相次ぐ自然災害の発生や新型コロナウイルス感染症の流行など、予測困難な事象

が続いてはおりますが、消防局警防部としてＳＤＧｓの１７のゴールのうち、目標１１「住

み続けられるまちづくりを」の達成に向け、これらの事象に臨機応変に対応できる、柔軟か

つ強靭な消防組織体制の構築に向けて取り組むことを約束し、私の決意といたします。
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令和３（２０２１）年度 部局マネジメント方針

 上下水道局水道総務部長  

賀
か

川
がわ

  広
ひろ

宣
のぶ

私の決意（仕事に対する基本姿勢及び部局の取り組み方針） 

水道は、市民の命と生命を守る極めて重要なライフラインであり、いかなる場合でも、安

全、安心な水道水を供給し続けることは水道事業の使命であります。

この水道事業をめぐる環境は、人口の減少や節水機器の普及等による水需要の減少に伴う

料金収入の減少、高度経済成長期に整備した水道施設・管路の更新需要の増大、近年多発す

る自然災害への対策等、事業運営はますます厳しくなる見込みです。

このような社会環境の変化を踏まえ、将来にわたって健全な水道事業を継続していくため、

今後 10 年間の施策を示した新たな計画「ひがしおおさか水道ビジョン 2030」を令和 3 年 3
月に策定し、本年 4 月からスタートしております。

「ひがしおおさか水道ビジョン 2030」では、基本理念を「ささえる・つながる・未来につ

なぐ－健全水道－」を基本とし、「安全・安心・安定の信頼される水道」、「災害に備えた強靭

な水道」、「健全な経営を持続できる水道」という 3 つの将来像を設定しました。これを実現

するために、8 つの実現方策と 18 の施策を推進してまいります。また、水道事業における世

界共通の目標である SDGs（持続可能な開発目標）については、「ひがしおおさか水道ビジョ

ン 2030」に関わる目標と施策を関連付けることで、持続可能な水道事業の実現をめざすと同

時に SDGs の各目標のうち経営面では、目標 17（パートナーシップで目標を達成しよう）と

される「広域連携・官民連携の推進」、「広報・広聴手法の充実」、「地域・他事業体・企業と

の連携の推進」等に取り組んでまいります。

水道総務部の令和 3 年度の主な取り組みは、ビジョンに基づく主な施策として、適正な水

道料金水準・料金体系の検討、保有資産の有効活用の検討、未納対策の強化、大阪広域水道

企業団との統合を含む広域化の検討などを進め、経営基盤の強化を図ってまいります。

今後、新型コロナウイルス感染症の流行などの非常事態においても、安定給水を維持する

ため、迅速かつ的確な危機管理対策についてもしっかりと取り組み、将来にわたり、健全な

事業運営を持続できるよう尽力してまいります。

24



令和３（２０２１）年度 部局マネジメント方針

 上下水道局水道施設部長  

平
ひら

山
やま

  昭
あき

仁
ひと

私の決意（仕事に対する基本姿勢及び部局の取り組み方針） 

近年の水道事業は、人口の減少や節水機器の普及等による水需要の減少に伴う料金収入の

減少、水道施設の老朽化に伴う更新需要の増大等、様々な課題が顕在化しており、経営環境

は厳しさを増している状況です。また、近年多発している様々な自然災害や南海トラフ巨大

地震への備えも、今後さらに重要性を増していくと考えられます。

 本市水道事業では、これら環境の変化に対応し、将来にわたって健全な水道事業を継続し

ていくため、今後 10 年間の施策を示した「ひがしおおさか水道ビジョン 2030」を策定した

ところです。

水道施設の整備では、ビジョンと併せて「水道施設等再構築事業【第１期】」をスタートさ

せ、平常時はもとより災害時においてもライフラインを確保することをめざして、適正な資

産管理による老朽化した施設・管路・設備の更新・耐震化を着実に実施することで水道施設

の基盤強化を図るとともに、施設規模のダウンサイジングや低コスト材料・工法採用による

費用の縮減に取り組みます。

また、水道は生活に欠かすことができないライフラインであるため、将来にわたって安定

かつ持続的に供給する必要があります。そのため、水道施設部の取り組みも SDGs との関わ

りは大きいと認識しています。SDGs の各目標に対して水道施設部では、目標６（安全な水

とトイレを世界中に）では、「安全な水道水質の維持・向上及び効率的な水道施設の再構築と

維持管理」、目標 7（エネルギーをみんなにそしてクリーンに）では、「省エネルギーに努め

た水運用及び環境へ配慮した事業の推進」、目標 11（住み続けられるまちづくりを）では、「水

道施設の防災対策の推進」に主に取り組みます。

特に目標 7 については、水力発電を専門とする民間企業と連携し、水走配水場にて余剰圧

力（水流のエネルギー）を活用したマイクロ水力発電を令和３年４月から開始し、「水道施設

における再生可能エネルギーの活用」を実現するとともに売電等による新たな収入の確保に

も取り組んでいます。これら取り組み等を推進し、安心で安全な「命の水」を安定して皆様

にお届けできるよう努めます。
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令和３（２０２１）年度 部局マネジメント方針

 上下水道局下水道部長  

吉
よし

村
むら

  靖
やす

明
あき

私の決意（仕事に対する基本姿勢及び部局の取り組み方針） 

 下水道部は、災害に強く安心できる暮らしを持続して提供できるよう「豪雨対策」や「老

朽化対策」を進めつつ、厳しい財政状況の中でも健全な経営を確保できるよう全力で取り組

んでまいります。 

 本市の下水道は、使った水や雨水の排水を主な目的として昭和２４年から進めてまいりま

した。結果、今では市内のほとんどで下水道が使用できるようになりました。 

現在は、快適な生活環境を維持していくため、適切な維持管理と老朽化していく施設のリ

ニューアルに重点を置いた事業運営を図っています。しかしながら、人口減少や環境に配慮

した生活スタイルが普及したことで節水化が進み、さらにコロナ禍の影響もあって財源とな

る下水道使用料収入は減少の一途をたどっています。「東大阪市下水道事業経営戦略」を軸に、

厳しい財政状況下においても安全・安心で持続的な下水道サービスを提供することで、ＳＤ

Ｇｓとの一体的な取り組み（【目標１１】包摂的で安全かつ強靭（レジリエント）で持続可能

な都市および人間居住を実現する）を進めてまいります。 

また、昨今気象変動による豪雨災害へのリスクが高まっています。整備されている施設の

規模を超える豪雨が毎年全国のどこかで発生している状況であり、その対策は急務となって

います。昨年度には、あらゆる関係者が連携して豪雨対策に取り組む「流域治水プロジェク

ト」が検討されました。下水道事業もその対策の一つとして、大雨時の排水能力を高めるた

め新たなトンネルを整備する「増補管事業」を位置付けています。現在施工中の「新岸田堂

幹線」の一日でも早い完成をめざし、気候変動の影響を軽減させるＳＤＧｓとの一体的な取

り組み（【目標１３】気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる）を進めてま

いります。 
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令和３（２０２１）年度 部局マネジメント方針

 教育政策室長  

永

なが

吉

よし

  勝

かつ

則

のり

私の決意（仕事に対する基本姿勢及び部局の取り組み方針） 

現代社会はＡＩに代表される技術革新やグローバル化の進展、さらには新型コロナウイル

ス感染症の感染拡大の影響も相まって目まぐるしい変化をとげており、それに伴って、近年

の教育をめぐる環境も子どもたちの学習の機会をこれまでとは違う様々な方法で確保する取

り組みが求められるなど、大きく変わろうとしています。 

この大きな変化のなか、本市教育委員会といたしましても、これまでの持続的な施策の着

実な遂行はもとより、社会情勢の変化にも柔軟かつ迅速に対応できる取り組みが求められる

ところです。 

教育政策室といたしましては、様々な情報の収集や調査研究を行うとともに、施策の企画・

立案、本市教育施策の方向性や各事業の目標・スケジュールを定めた「第２期教育施策アク

ションプラン」の統括・管理、さらには「教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及

び評価票」を作成するなかで、教育委員会における所管事務の点検、評価および施策の進行

管理を行い、ＰＤＣＡサイクルによる教育施策の最適化をはかってまいります。  

この変化の激しい予測が困難な時代、本市学校教育基本目標である「すべての子どもに生

きる喜びと あすをつくる力を」、また本市の生涯学習の基本理念である「学び、つながり、

高め合い、みんなでつくるまちづくり」をもとに、教育長、教育委員に直結した組織であり

ます教育政策室は教育委員会事務局のまとめ役として、機動的に組織間の横断的な調整や連

携をはかりながら、ＳＤＧｓにある「全ての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を確保

し、生涯学習の機会を促進する」というゴールへ向かって、東大阪市第３次総合計画におい

て掲げた施策である「確かな学力の向上」、「責任ある教育を提供できる教育環境の向上」に

取り組んでまいります。
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令和３（２０２１）年度 部局マネジメント方針

 小中一貫教育推進室長  

出

で

口

ぐち

  博

ひろ

文

ふみ

私の決意（仕事に対する基本姿勢及び部局の取り組み方針） 

私は、本市の教育施策の軸である小中一貫教育が本格実施となった令和元年度より小中一

貫教育推進室長の職務を担っております。 

 全中学校区で一斉に小中一貫教育を実施するには組織としての決定、判断スピードが重要

であると考えその点を意識すること、また、所属職員との情報共有を密にすることを基本と

し、職務を進めてまいりました。さらに、小中一貫教育推進室だけではなく、教育委員会事

務局が一体となって子どもたちへより良い学びを提供するとの理念の下、小中一貫教育を推

進してまいりました。 

令和２年度はコロナ禍により教育現場においても大変大きな影響を受けました。令和３年

度になり新型コロナウイルス感染症ワクチン接種が進んでおりますが、未だ新規感染者の状

況等、予断を許さない状況となっています。学校園においても子どもたちが安心して学校園

で過ごせるよう教職員一丸となり感染症対策を行いつつ、教育活動を進めています。 

 このコロナ禍のような先の見通せない、予測困難な社会、まさに激動の社会を生きる子ど

もたちに生き抜くための力を、本市独自の取り組みである「夢ＴＲＹ科」を通じて育むこと

ができればと考えています。また、「夢ＴＲＹ科」での学びはＳＤＧｓの中で示される１７の

ゴールのほとんどにつながるものであるとも考えています。身近な出来事を自分事として捉

え、そこから地球規模の課題に関心を持ち、持続可能な社会を担う一員となってもらいたい

です。市民の皆さまには是非、この「夢ＴＲＹ科」に強い関心を持っていただき、子どもた

ちの学びを見守っていただきますようお願いいたします。
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令和３（２０２１）年度 部局マネジメント方針

 教育次長  

学校施設整備監  

北
きた

林
ばやし

  康
やす

男
お

私の決意（仕事に対する基本姿勢及び部局の取り組み方針） 

私は学校施設整備監として施設整備室を担当し、学校園施設の教育環境の維持向上に関す

る業務を行っております。 

業務を行う上で、組織のチームワークを最も大切に考えており、そのためには「情報の共

有」や「業務提案のしやすい雰囲気」など、組織の風通しを良くすることを常に意識し、業

務に取り組んでいます。 

具体的には、定期的な室会議の開催に加えて、私から室職員に積極的に声を掛け「情報の

共有」や「業務提案のしやすい雰囲気」の醸成に努めています。 

施設整備室の令和３年度の主な業務としては、まず「東大阪市学校施設長寿命化計画」に

基づく学校園の改修を行っていきます。学校園施設で園児・児童・生徒が快適に過ごせるよ

う、今後も教育環境の向上に努めていきます。 

また、市立学校の体育館の暑さ対策として空調を整備するために、体育館空調整備の事業

手法や整備方法の検討を行っていきます。 

最後に、令和２年度に整備したＧＩＧＡスクール構想に関連したＩＣＴ機器が、今年度、

授業等でしっかり活用できるように維持管理し、ＩＣＴ機器を使った授業作りを支えていく

ことが令和３年度の私の重要な業務です。 

加えて、上記の業務に SDGｓ目標４の取り組み「質の高い教育」の視点を意識し、東大阪

市の市立学校園の教育環境の維持向上にこれからも務めていきます。 
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令和３（２０２１）年度 部局マネジメント方針

   学校教育部長  

岩
いわ

本
もと

 秀
ひで

彦
ひこ

私の決意（仕事に対する基本姿勢及び部局の取り組み方針） 

令和２年度に、ＧＩＧＡスクール構想で子ども達１人１台の情報端末（iPad）と通信環境

が整備され、本年度はその教育ＩＣＴを活用した、子ども達の「新しい学び」がスタートし

ます。

以前、政府広報ＣＭの Society5.0 についての広報で、「それは、いつもの毎日にやってくる。

半歩先の未来。」というタイトルの映像を見ました。そこには、ドローンが宅配便を運んでく

るシーンや、無人の路線バスが走っている映像が映っていました。そしてそれは「２０ＸＸ

年」となっていました。

世界は今 Society5.0 に向かって凄い速さで進んでいます。AI（人工知能）、IoT、ビッグデ

ータ、ロボットなど、私たちが気づかないところで日々変革が起きており、広報ＣＭの映像

に映し出されている光景は、すぐそこに来ていて、すぐ現実のものになります。

このようなことは１０年前には想像できませんでした。ましてや今、本市の市立学校園で

学校園生活を送っている子ども達の１０年後や２０年後はどんな社会になっているのか、急

速に発展していく今の世界では誰も想像できません。

学校教育部では、子ども達一人ひとりが、新たなＩＣＴ環境の中で自ら学ぶ力を育み、予

測不能な未来を生き抜いていく力を付けられるよう、２０１９年度の幼稚園教育要領実施を

皮切りに２０２０年度から順次始まった新しい学習指導要領の柱となっている、『主体的・対

話的で深い学び』を、全ての職員と教職員が理解し、あらゆる学校教育活動で実践されるよ

う SDGs のゴール４も意識し進めてまいります。
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令和３（２０２１）年度 部局マネジメント方針

社会教育部長  

望
もち

月
づき

  督
ただ

司
し

私の決意（仕事に対する基本姿勢及び部局の取り組み方針） 

４月 1日付けで社会教育部長を拝命し、身の引き締まる思いです。 

市役所では、各組織の目的・目標を達成するために様々な施策・事業が実施されますが、

何の問題もなくスムーズに進めることのできるものは一握りで、多くが問題や課題に直面し

ます。それらの問題や課題の解決にあたっては「できない・無理だろう」の思考ではなく、

一番に「どうしたらできるか・何ができるか」の思考で取り組むことが必要です。 

今年度も、コロナ禍で先の見通しが立てにくい状況でのスタートとなりましたが、生涯学

習、青少年健全育成、市民文化芸術などの社会教育施策の推進を通じて、「つくる・つながる・

ひびきあう －感動創造都市 東大阪－」の実現を着実に進めるため、社会教育部の職員が

心をひとつにして職務に取り組み、一歩ずつ前進していきます。 

令和３年度から令和 12年度までを計画期間とする第３次総合計画の各分野・施策には、SDG

ｓ（持続可能な開発目標）のめざす 17のゴールが関連付けられています。とりわけ「ゴール

４」の役割に示されている「生涯学習の促進」は、これら 17 のゴールすべてについて深くか

かわることから、市のあらゆる施策の推進にも必要な観点であるといえます。今年度は第四

次東大阪市生涯学習推進計画がスタートする年度でもあることから、人が生涯を通じて学び、

人とつながり、高め合うことで、よりよいまちづくりへとつながるよう、東大阪市の生涯学

習全体の活性化を図る取り組みを進めていきます。
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